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かつらぎ町学校部活動及び地域クラブ活動の 

在り方等に関するガイドライン 

 

かつらぎ町教育委員会 
 令和６年４月１日 

 
 

はじめに 
 
学校部活動は、学校教育の一環として行われるものであり、異年齢との交流の中で 生

徒同士や生徒と教員等との好ましい人間関係の構築を図ったり、生徒自身が活動を通し

て自己肯定感を高めたりするなど、生徒の心身の成長と豊かな学校生活の実現に大きな

役割を果たし、様々な成果をもたらしています。 
しかし、少子化が進展する中学校部活動を従前と同様の体制で運営することは難しく

なってきており、学校や地域によっては存続が厳しい状況にあります。また、専門性や

意思に関わらず教員が顧問を務めるこれまでの指導体制を継続することは、学校におけ

る働き方改革が進む中、より一層厳しくなります。 
このような中、令和４年１２月にスポーツ庁・文化庁から「学校部活動及び新たな地

域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」（以下「国のガイドライン」と

いう。）が発出されました。 
持続可能な運営体制を整えるためには、本町の実態に応じ、教師の勤務負担軽減の観

点も考慮しつつ、スポーツ・文化芸術活動における外部指導者や地域の人々の協力、学

校や体育センター、公民館等の社会教育施設の活用、スポーツ・文化芸術関係団体等の

各種団体との連携など、運営上の工夫を行うことが重要です。 
かつらぎ町教育委員会では、国及び和歌県のガイドラインを受けて、このたび「かつ

らぎ町学校部活動及び地域クラブ活動の在り方等に関するガイドライン」を示すことと

しました。 
今後、本方針に基づき、スポーツ・文化芸術活動に関わる関係団体等と一体となって、

家庭や地域の理解と協力を得ながら、子供たちの豊かなスポーツライフ・感性・情操や

創造力等を育み、生徒の多様な学びの場や自らの興味・関心を深く追求する機会の充実

に努めていくとともに、休日の学校部活動については、本町の実情等に配慮しながら、

地域の運営団体・実施主体による地域クラブ活動への段階的な移行等の環境づくりに向

け、丁寧に取組を進めたいと考えています。 
 

かつらぎ町教育委員会 
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本方針の趣旨等 
○ 本方針は、少子化の中でも将来にわたり、生徒がスポーツ・文化芸術活動に継続し

て親しむことができる機会を確保することを目指し、国や県のガイドラインを踏まえ

つつ、学校部活動が生徒にとって望ましいスポーツ・文化芸術環境となるよう、適正

な運営や効率的・効果的な活動の在り方について示すとともに、学校部活動の地域連

携・地域移行に係る本町の方向性や新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対

応についてまとめたものである。 
 
○ 本方針は、原則として、令和６年度から令和８年度までの３年間を改革準備期間と

するが、国の方向性や地域連携・地域移行のための協議会等での検討等を踏まえて、

適宜見直しを図ることとする。 
 
 
Ⅰ 生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現を目指す取組 
１ 国の動向 

部活動改革についてのこれまでの中央教育審議会答申や国の通知文、国会での附

帯決議等は、以下のとおりである。 
国のガイドラインでは、学校部活動の適正な運営や効率的・効果的な活動の在り

方とともに、新たな地域クラブ活動を整備するために必要な対応について、国の考

え方が提示され、地域クラブ活動への移行に向けた環境整備としては、「まずは休日

における地域の環境の整備を着実に推進」、「令和５年度から令和７年度までの３年

間を改革推進期間として地域連携・地域移行に取り組みつつ、地域の実情に応じて

可能な限り早期の実現を目指す」などが示された。 
 
「新しい時代の教育に向けた持続可能な学習指導・運営体制の構築のための学校にお

ける働き方改革に関する総合的な方策について（中間まとめ）」（平成 29 年 12 月中央

教育審議会） 
→ 部活動については、学校の業務として行う場合であっても、必ずしも教師が担

わなければならない業務ではない。 
 

「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成 30 年 3 月スポーツ庁）

※文化部活動も同様に平成 30 年 12 月に文化庁策定 
→ 生徒のスポーツ環境の充実の観点から、学校や地域の実態に応じて、スポーツ

団体、保護者、民間事業者等の協力の下、学校と地域が協働・融合した形での地域

におけるスポーツ環境整備を進める。 
 

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学習指導・運営体制の構築のための学校にお

ける働き方改革に関する総合的な方策について（答申）」（平成 31 年 1 月中央教育審

議会） 
→ 地方公共団体や教育委員会が、学校や地域住民と意識共有を図りつつ、地域で

部活動に代わり得る質の高い活動の機会を確保できる十分な体制を整える取組を

進め、環境を整えた上で、将来的には、部活動を学校単位から地域単位の取組に

し、学校以外が担うことも積極的に進めるべきである。 
 

「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する

法律案に対する附帯決議」（令和元年 11 月衆議院文部科学委員会、同年 12 月参議院
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文教科学委員会） 
→ 教育職員の負担軽減を実現する観点から、部活動を学校単位から地域単位の取

組とし、学校以外の主体が担うことについて検討を行い、早期に実現すること。 
 
「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」（令和 2 年 9 月文部科学省） 
→ 休日の部活動における生徒の指導や大会の引率については、学校の職務として

教師が担うのではなく地域の活動として地域の人材が担うこととし、地域部活動

を推進するための実践研究を実施する。その成果を基に、令和 5 年度以降、休日

の部活動の段階的な地域移行を図るとともに、休日の部活動を望まない教師が休

日の部活動に従事しないこととする。 
 

「運動部活動の地域移行に関する検討会議提言の手交」（令和 4 年 6 月） 
※文化部活動も同様に同年８月に手交 
→ 休日の運動部活動から段階的に地域移行をしていくことを基本とし、改革集中

期間（達成目標：令和 5 年度から令和 7 年度末）を設定。平日の部活動の地域移

行は、できるところから取り組むことが考えられ、地域の実情に応じた休日の地

域移行の進捗状況等を検証し、更なる改革を推進。 
 

「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」 
（令和 4 年 12 月スポーツ庁・文化庁） 
→ 部活動の地域移行に当たっては、「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育て

る。」という認識の下、生徒の望ましい成長を保障できるよう、地域の持続可能で

多様な環境を一体的に整備し、地域の実情に応じ生徒のスポーツ・文化芸術活動

の最適化を図り、体験格差を解消することが重要。令和 5 年度から令和 7 年度ま

での 3 年間を改革推進期間として、地域連携・地域移行に取り組みつつ、地域の

実情に応じて可能な限り早期の実現を目指す。 
 

２ 本町の中学校部活動を取り巻く現状 
  （１）中学校部活動における少子化の影響 

少子化の影響で町内の中学校生徒数は、令和６年度は、325 人となる見込みで

ある。 

そのため、団体競技では、単独の学校でのチーム編成が困難なため、複数校合

同チームにより大会に出場している部活もあり、生徒の多様なニーズへの対応が

難しい現状がある。 

 

（２）中学校部活動状況 

 令和５年度における町内の部活動数は、町内 2 中学校合わせて運動部で 14 部、

文化部で４部が設置されている。この数は、ここ数年大きく変化していない現状が

ある。中には、専門の指導者が配置されていない部があり、指導経験のない顧問教

員の精神的負担が増大している現状もある。 
 
 ３ 本町における今後の目指す姿と取組の方向性 
  【目指す姿】 
    本町における生徒の豊かなスポーツ・文化芸術活動の実現 
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    ・ 生涯にわたって豊かなスポーツ・文化芸術活動に親しむための環境の確保 
・ 新たなスポーツ・文化芸術環境の整備 
 

【取組の具体】 
学校部活動については、その意義を踏まえた上で、生徒にとって望ましいスポ 

ーツ・文化芸術環境となるよう、近隣の市町村や、近隣校と連携することで、適正

な運営や効率的・効果的な活動の推進を図ることとし、部活動の指導者として地

域の人材を活用することなど、実情に応じ、地域との連携を積極的に進めていく。 
地域の運営団体・実施主体による地域クラブ活動への移行などの環境づくりに

向けては、まずは休日の学校部活動について、学校の実情等にも十分に配慮しな

がら、段階的に進めていく。合意形成や条件整備等のために時間を要する場合が

あることも想定されるが、生徒の活動の機会確保に向け、実情に応じて、丁寧に

取り組むことが望ましい。 
具体的には、在校生徒やその保護者、今後、入学予定である小学生や保護者へ

の理解を得ながら段階的に進めることが必要である。 
 
  【休日の部活動の地域連携・地域移行の達成時期の取扱い】 

     令和６年度から令和８年度までを地域連携・地域移行の改革準備期間と定め、

改革を実行し、令和１０年度までに地域クラブ活動の充実を目指す。 
    
 

学校部活動地域連携・地域移行に係るスケジュール 

Ⅱ 学校部活動 
 １ 学校部活動の意義と学習指導要領上の位置付け 

 

学校部活動の意義（ねらい）の再確認 

学校部活動は、学校教育の一環として、教育課程との関連が図られるよう留意

し、生徒が自主的、自発的に活動できるよう配慮することが大切である。また、生

徒の能力等に応じた技能・記録の向上や、大会、コンクール、コンテスト、発表会

等（以下「大会等」という。）での好成績等を目指すとともに、互いに協力し合っ

て友情を深めるなど好ましい人間関係が育まれるよう適切な指導を行う必要があ

る。 
その運営に当たっては、上述の意義（ねらい）を再確認し、指導者をはじめ、多

くの人の理解と協力のもと、生徒が自ら考え、工夫し、協力することで成果を発

揮できるように、自主性を尊重した魅力ある学校部活動が展開されるよう配慮す

る必要がある。 

－学校部活動の意義－ 

生徒の自主的、自発的な参加により行われる学校部活動は、スポーツや文化及び

科学等に親しみ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に資するものである。 
 

◇ 学校教育の一環として、教育課程との関連が図られるよう留意する。 
 
◇ 意義（ねらい）に立ち返り、関係者の理解と協力のもと、生徒の自主性を尊重

した学校部活動の運営を行う。 
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 ２ 学校部活動の運営 
  （１）活動の方向性 

学校部活動の指導に当たっては、技能等の向上とともに、楽しさを実感させる

ことを目的とする。また、技能等の高まりを実感させることは、活動をより積極

的なものとすることからも、生徒自身の内発的な動機付けを触発するよう指導の

工夫を行う。 
加えて、技能等の向上や大会等での好成績以外にも、友達と楽しめる、適度な

頻度で行えるなど、生徒が参加しやすいような多様なレベルやニーズに応じた活

動を行い、生徒の挑戦意欲や自己肯定感を高める指導の工夫を行う。 
 
  （２）学校部活動の方針の策定等 

 
（３）活動時間の設定 

    活動時間については、生徒の体力や技能を考慮し、過重負担にならないよう、

また、競技や分野の特性、オン・オフシーズンの有無等も考慮し、設定することが

大切である。なお、活動内容は、質に重点をおき、年間計画を踏まえ、適切な時

期・量の練習メニューを作成し、生徒・保護者の理解を得た上で活動することが

大切である。 
競技・大会等志向で特定の種目や分野に継続的に専念する活動だけではなく、

生徒の志向や体力等の状況に適したスポーツ・文化芸術に親しむ機会を、指導体

制に応じて段階的に確保する。また、他の世代向けに設置されている活動に生徒

が一緒に参画できるようにすることも考えられる。 
 

 （４）適切な休養日の設定 

休養日の設定については、地域や学校の実態を踏まえた工夫や週間、月間、年

◇ 校長は、毎年度、「学校部活動に係る活動方針」を策定する。 
  

◇ 指導に当たっては、技能等の向上とともに、楽しさを実感させる工夫を行う。 
 
◇ 参加しやすい多様なレベルやニーズに応じた活動を行うなど、生徒の挑戦意

欲や自己肯定感を高める指導の工夫を行う。 

（内発的な動機付けを触発・挑戦意欲や自己肯定感を高める。） 

◇ 平日は、長くとも２時間程度（朝練習を含む。）とする。交通安全や生徒指

導上の諸問題等に配慮して、日没時刻を踏まえて下校時刻を設定する。 
  ＊ 朝練習を行う場合は、安全面に関して細心の注意を払うことはもとより

心身の健康や学習活動に対する影響を考慮するとともに、練習の成果を高
めることができるように計画し、学校、保護者や生徒の理解を得て行う。 

 
◇ 学校の休業日（学期中の土・日及び長期休業日を含む。）は、特別な場合を 
除き、長くとも３時間程度とする。 

 

◇ 学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。 
＊ 平日は少なくとも１日、土曜日及び日曜日(以下「週末」という。)は少な
くとも１日以上を休養日とする。週末に大会参加等で活動した場合は、休養
日を他の日に振り替える。 

 

◇ 長期休業中の休養日の設定は、学期中に準じた扱いを行う。 
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間単位での活動頻度の目安を定めることも考えられる。 

なお、発達の段階を考慮し、適切な休養日を設定することは、生徒の障害、外傷

を予防することや、ドロップアウト（離脱）やバーンアウト（燃え尽き症候群）に

陥るケースを減少させるとともに、バランスの取れた生活や成長の確保となる。 

また、長期休業中は、学期中の休養日の設定に準じた扱いを行うとともに、学 

   校部活動以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間

（オフシーズン）を設けるよう心掛ける。 

 
  （５）学校全体での共通理解と生徒・保護者及び地域等への周知 

    学校では、学校部活動の意義（ねらい）や活動の方向性について、校長のリー

ダーシップのもと、教職員全体で共通理解を図り、それらに沿った活動の支援や

指導を行う。また、活動の方向性に沿った一貫した指導ができるよう、日頃の活

動状況や指導の在り方について、部活動顧問同士で意見や情報の交換を行い、指

導方法の工夫・改善に努める。有識者等を招いて指導を受け、専門知識を得るこ

とも大切である。 
なお、円滑な学校部活動の運営のためには、学校だけでなく、家庭や地域と連

携して運営上の工夫を行うことが大切であり、保護者や地域の理解や協力が得ら

れるよう努める。 
学校は、年度当初の「入学説明会」や「ＰＴＡ総会」、「学校運営協議会」、「部活

動の保護者会」等において、活動目標や方針、年間計画（休養日及び活動時間）、

部費等を説明し、周知徹底する。 
 
  （６）地域指導者の活用 

各学校においては、安全かつ効果的な活動を確保するため、複数の指導者によ

り、多面的な指導ができるように体制を構築することが望ましい。そのため、各

学校の生徒や教職員の数、校務分担の実態等を踏まえ、地域指導者等を積極的に

任用し、学校に配置する。  
その際、学校部活動の位置付けや教育的意義をはじめ、学校教育について理解

し、適切な指導を行うため、当該競技及び文化芸術分野の専門性を有する退職教

員や関係機関のＯＢ等を活用する。 
 

 （７）学校部活動の再編 

 ■  学校部活動の休部・廃部を検討する場合 
・ 校長は、現在、部に所属する生徒やその保護者等に対して検討の経過と結果

などを十分に説明し、丁寧に対応する。 

◇ 教職員全体での共通理解や、部活動顧問同士で意見・情報の交換を行い、指導

方法の工夫・改善に努める。 
 
◇ 学校は、生徒・保護者及び地域に対して、適宜、活動目標や方針、年間計画を
説明し、周知徹底する。 

◇ 安全かつ効果的な活動を確保するため、複数の指導者により、多面的な指導が

できるような体制を構築する。 

◇ 人数が揃わず、活動を行いにくい学校部活動を有する場合は、学校の実情等
を踏まえ、部の再編や合同部活動（拠点校方式等）の積極的な運用を図る。 
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・ 校長は、少なくとも卒業学年まで活動できる体制を整えたり、合同チームや

合同練習などの運営を工夫したりするなど、生徒の活動の保障に努める。 
■  学校部活動の創部等を検討する場合 

・ 新たに学校部活動を創部する場合は、校長は、生徒の意向や生徒・教員数の  

動向、活動場所の確保、継続的な運営等について十分検討する。 
■  近隣校との合同部活動（拠点校方式等）の創部等を検討する場合 

・  近隣校との合同部活動（拠点校方式等）を検討し、生徒の活動機会の確保に

努める場合には、相手校や当該市町教育委員会と十分な調整をし、大会への参

加については、「大会主催者の規定等」の確認をしておく。 
 
（８）生徒のニーズを踏まえたスポーツ・文化芸術環境の整備 

【例】 運動部活動 

・ 複数のスポーツや季節ごとに異なるスポーツを行う活動 
・ 競技・大会志向でなくレクリエーション志向で行う活動 
・ 体力つくりを目的とした活動 
・ 生徒が楽しく体を動かす習慣の形成に向けた動機付けとなる活動等 

【例】 文化部活動 

・ 体験教室などの活動 
・ レクリエーション的な活動 
・ 世代に関わらず一緒に活動することができるアート活動 
・ 生涯を通じて文化芸術を愛好する環境を促進する活動等 

 
（９）安全管理と事故防止 

    スポーツ・文化芸術活動の実施に当たっては、活動の特性に応じて、怪我や事

故、熱中症等の予防だけでなく、自然災害を含めた緊急時の対応等を適切に行う

ことができる組織体制を整備する必要がある。特に、学校部活動と地域クラブ活

動が併存する中、スポーツ・文化芸術活動における管理責任の所在が異なる場合

においても、安全確保に関する連携に切れ目なく取り組む重要性を踏まえ、望ま

しい安全管理の体制整備を進める。 
地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、法令に基づいて施設や設備の定期的

な安全点検を行うだけでなく、指導者や参加者に対しても、日常的な安全確認や

点検を行うよう、適宜、指導・是正を行う。 
気温、湿度、輻射熱等に応じ、十分な水分の補給や休息時間を確保し、体調の変

◇ 校長は、学校の指導体制等に応じて、性別や障害の有無を問わず、技能等の

向上や大会等で好成績を収めること以外にも、気軽に友達と楽しめる、適度な

頻度で行える等多様なニーズに応じた活動を行うことができる環境の整備に

努める。 

◇ 指導体制を構築し、安全管理を徹底する。 

(生徒の健康管理の徹底、事故防止や事故発生時に対応するマニュアルの

作成） 

◇ 設備・器具・用具の点検項目を作成し、定期的な点検補修を行う。 

◇ 環境条件に応じた適切な指導に努める。 
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化に留意しながら適切な指導に努める。 

急激な天候の変化（雷、大雨など）にも適切かつ迅速な対応をする。 

熱中症への対応については、命の危険に直結することから、スポーツ・文化芸

術活動の実施に当たっては、適切な対応が求められる。したがって、熱中症警戒

アラート等の情報を伝達する仕組みを整備し、必要な連携を行う。 
なお、暑さ指数（ＷＢＧＴ）については、運動を伴う活動前に毎回、計測・確認

するとともに、気候の変化に注意しながら、活動中も適宜、計測・確認する。 
 

 （10）学校部活動の地域連携・地域移行 

 
 
 
Ⅲ 新たな地域クラブ活動 
 １ 新たな地域クラブ活動の在り方 

今後も生徒数が減少していくことが見込まれる中、学校部活動の維持が困難とな

る前に、学校と地域との連携・協働により、生徒のスポーツ・文化芸術活動の場と

して、地域の運営団体・実施主体による新たな地域クラブ活動の実施に向けた枠組

みを整備する必要がある。 
また、地域クラブ活動は、学校の教育課程外の活動として、社会教育法上の「社

会教育」（主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及び

レクリエーションの活動を含む。））の一環として捉えることができ、また、スポー

ツ基本法や文化芸術基本法上の「スポーツ」「文化芸術」として位置付けられるも

のでもある。したがって、地域クラブ活動は、学校と連携し、学校部活動の教育的

意義を継承・発展しつつ、スポーツ・文化芸術の振興の観点からも充実を図ること

が重要である。このため、県との連携により、学校部活動で担ってきた生徒のスポ

ーツ・文化芸術の機会を地域全体で支えていくための新たな枠組みづくりを進め、

実情に応じ、関係者の共通理解のもと、できるところから学校部活動の地域連携・

地域移行を進めていくこととする。 
 

◇ 協議する場の設置 

町は、学校や地域の実情に応じて、地域のスポーツ・文化芸術団体との連

携や民間事業者の活用等により、保護者の理解と協力を得て、学校と地域が

連携・協働した形での地域におけるスポーツ・文化芸術の環境整備を進め

る。 

◇ 関連団体との連携 

かつらぎ町体育協会、競技団体及びその他のスポーツ団体、総合型地域ス

ポーツクラブやスポーツ少年団等の事業について、学校と地域が連携・協働

した形での地域のスポーツ環境の充実を図る。 

◇ 合同での活動の実施 

校長は、地域で実施されている活動と同じスポーツ・文化芸術活動の学校部

活動については、休日の練習を合同で実施するなど連携を深める。休日に限ら

ず平日においても、できるところから地域のスポーツ・文化芸術団体等と連携
して活動する日を増やす。 
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 ２ 新たな地域クラブ活動の整備から期待できること 

地域クラブ活動への移行については、生徒の活動の機会確保を最優先に、地域や 
学校の実情に応じて、取組を進めていく。 

 
 ３ 新たな地域クラブ活動の運営 
 （１）参加者 

従来の学校部活動に所属していた生徒はもとより、学校部活動に所属していな

い生徒、運動や歌、楽器、絵を描くことなどが苦手な生徒、障害のある生徒など、

希望する全ての生徒を想定する。 
 

 （２）運営団体・実施主体 
  ・ 総合型地域スポーツクラブ ・ スポーツ少年団 

・ かつらぎ町スポーツ協会  ・ 競技団体 
・ 学校運営協議会      ・ 保護者会 
・ 同窓会      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇ 単独の学校では、設置できないような様々な活動を生徒自らが選択するこ

とができる。 

◇ 中学校の生徒だけではなく、他の世代にとっても、気軽にスポーツ・文化

芸術活動を行える環境となり、地域全体として幅広いニーズに応えられる。 

◇  生涯を通じた運動習慣づくりや文化芸術等の愛好が促進される。 

◇  行政やスポーツ・文化芸術団体、学校等との緊密な連携や、指導者等の活

用が充実する。 
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 （３）教師等の兼職兼業 
    教育委員会は、地域クラブ活動での指導を希望する教師等が、円滑に兼職兼業

の許可を得られるよう、規程や運用の改善を行う。その際、関係法令、国が示す手

引き等も参考にしつつ、以下の点に留意する。 

 

  （４）活動時間と適切な休養日の設定 
    地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、生徒の心身の成長に配慮して、健康

に生活を送れるよう、学校部活動に準じた活動時間、休養日を設定する。その際、

学校部活動と地域クラブ活動が併存することから、生徒の成長や生活全般を見通

し、運営団体・実施主体と学校を中心とした関係者が連携し、調整を図ることが

必要である。 
 

（５）学校との連携 
    地域クラブ活動と学校部活動との間では、運営団体・実施主体や指導者が異な 

ることもあるため、活動方針や活動状況、スケジュール等の共通理解を図るとと 
もに、関係者が日々の生徒の活動状況に関する情報共有等を綿密に行い、学校を 
含めた地域全体で生徒の望ましい成長を保障する必要がある。 
 町は、地域クラブ活動が上述(4)に示した内容に沿って適切に行われるよう、地

域クラブの運営団体・実施主体の取組状況を適宜把握し、必要な指導助言を行う。 
  

◇ 地域クラブ活動への従事を希望する教師等については、学校以外の主体

である地域団体の業務に、報酬を受けて従事することとなるため、兼職兼

業の許可を受けるための手続きが必要である。 

◇ 一般的には、兼職兼業希望先の地域団体からの依頼状を基に、上司であ

る校長等への相談・了承の上、教育委員会の兼職兼業の許可を得て、地域

団体の業務に従事することとなる。 

◇ 本人の意思の尊重 

教育委員会が兼職兼業の許可をする際には、兼職兼業を希望しない教 

師等が、やむを得ず兼職兼業を申請することがないよう、申請者本人の意

思を十分に確認、尊重するとともに、学校や地域クラブ活動の運営団体・

実施主体と連携の上、教師等の健康、本来業務への支障がないことも勘案

して許可する。 

※ 教師の心身の健康の確保のために、目安として「時間外在校等時間」

と地域団体における「労働時間」の通算が月４５時間以内となること

が望ましい。 

◇ 安定的な指導者の確保 

地域のスポーツ・文化芸術団体等において、教師等を指導者として雇用

等する際は、居住地や、異動や退職等があっても当該教師等が当該団体等

において指導を継続する意向の有無を踏まえ、継続的・安定的に指導者を

確保できるよう留意する。 

◇ 身分の明確化 

教育委員会は、地域クラブ活動における教師等の関与の実態の把握に努

め、教師等が地域クラブ活動の実質的な指導者として恒常的に関与してい

る場合、その管理主体を明確にする。 
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 （６）責任の所在と保険の加入 
    地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、事故が発生した場合の管理責任の主 

体、補償の範囲等を明確にし、定款や規約等に明記するだけでなく、地域クラブ 
活動の指導者や参加者等に対して、事前及び定期において十分な理解を得て活動 
する。  
地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、分野・競技特性やこれまでの怪我や 

事故の発生状況等を踏まえるとともに、故意又は過失による賠償責任も想定した

上で適切な補償内容である保険を選定し、指導者や参加者等に対して保険加入を

義務付けるなど、怪我や事故が生じても適切な補償が受けられるようにする。  
なお、学校部活動と地域クラブ活動が併存することを踏まえ、学校における独

立行政法人日本スポーツ振興センターによる災害共済給付制度と同程度の補償内

容であることが望ましい。 
     

 

 
Ⅳ 学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に向けた環境整備 
 １ 推進体制の整備 

教育委員会は、地域連携・地域移行のための協議会を設置し、中学校の休日にお

ける部活動の地域移行に係る方向性や課題の共有を図る。 
教育委員会は、有識者、総合型地域スポーツクラブ、地域スポーツ団体、学校、保

護者等の関係者からなる協議会等を設置するなど、新たなスポーツ・文化芸術環境

の整備方法を検討し、実行する。 
 
２ ニーズの把握 

それぞれの地域における資源（スポーツ・文化芸術活動に関わる組織、人材、活動

環境等）を把握するとともに、持続可能なスポーツ・文化芸術活動の検討が必要で

ある。また、各学校における児童生徒や保護者のニーズ、学校・地域の意向を把握

することが必要である。 
 

  （１）生徒や保護者等への情報発信 

    
 
 
 
 
 
 

 ◇令和６年度以降、地域連携・地域移行を進めることについて、情報発信を強 

化する。 

◇地域のスポーツ・芸術団体、学校、保護者等の関係者に対し、取組状況を発

信するため、例えば推進計画の策定等により、取組の背景や地域におけるス

ポーツ・文化芸術環境の方針、具体的な取組の内容、生徒自身や地域社会に

対し見込まれる効果、スケジュール等について分かりやすく周知し、理解と

協力を得られるよう取り組む。 
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  （２）活動場所の確保 

 
  （３）会費の適切な設定と保護者等の負担軽減  

 
 
 
Ⅴ 大会等への参加 
 １ 生徒の大会等への参加機会の確保 

大会等に対する支援の在り方を見直し、地域クラブ活動等も参加できる大会等に

対して、補助金や後援名義、学校や公共の体育・スポーツ施設、文化施設の貸与等

の支援を行う。  
なお、校長や地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、生徒の教育上の意義や、生

徒や指導者の負担が過度とならないことを考慮して、参加する大会等を精査する。 

 

◇ 地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、公共のスポーツ・文化施設

や、社会教育施設、地域団体・民間事業者等が有する施設だけではなく、

中学校をはじめとして、小学校等を活用する。 

◇ 学校施設の管理運営については、指定管理者制度や業務委託等を取り入

れ、地域クラブ活動を実施する団体等に委託するなど、当該団体等の安定

的・継続的な運営を促進する。 

◇ 地域クラブ活動を行う団体等に対して学校施設、社会教育施設や文化施設

等について低廉な利用料を認めるなど、負担軽減や利用しやすい環境づくり

を行う。 

◇ 学校の負担なく学校施設の円滑な利用を進めるため、学校、行政、関係団

体による協議する場を通じて、地域クラブ活動を行う際の利用ルール等を作

成する。 

◇ 地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、生徒や保護者、地域住民等の理

解を得つつ、活動の維持・運営に必要な範囲で、可能な限り低廉な会費を設

定する。  

◇ 地域クラブ活動に係る施設使用料を低廉な額としたり、送迎面の配慮を行

ったりするなどの支援を行うとともに、経済的に困窮する家庭の生徒の地域

クラブ活動への参加費用等の支援等の取組を進める。  

◇ 地域クラブ活動の運営団体・実施主体が、地元の企業等の協力を得て、企

業等が有する施設の利用や設備・用具・楽器の寄附等の支援を受けられる体

制の整備や、家庭の参加費用の負担軽減に資する取組等を推進する。その際、

企業からの寄附等を活用した基金の創設や、企業版ふるさと納税の活用等も 

検討する。  

◇ 地域クラブ活動の運営団体・実施主体は、『スポーツ団体ガバナンスコー 

ド＜一般スポーツ団体向け＞』に準拠し、公正かつ適切な会計処理を行い、 

組織運営に透明性を確保するため、関係者に対する情報開示を適切に行う。 


